
静岡市雨水貯留浸透施設設置等補助金交付要綱 

（趣旨）              

第１条 静岡市公営企業管理者（以下「管理者」という。）は、雨水の流出抑制と健全な水循環

の育成を図るため、住宅等の敷地に雨水貯留浸透施設の設置又は工事等(以下「設置等」とい

う。)を行う者に対し、予算の範囲内において雨水貯留浸透施設設置等補助金（以下「補助金」

という。）を交付するものとし、その交付に関しては、静岡市補助金等交付規則（平成15年

静岡市規則第44号）及びこの要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１） 雨水浸透ます 当該住宅等の敷地内に降った雨水を地中に浸透させることにより、河川、

下水道等への流出を抑制するとともに、地下水のかん養を図る施設をいう。 

（２）雨水貯留タンク 当該住宅等の敷地内に降った雨水を貯留することにより､河川、下水道

等への流出を抑制するとともに、庭木への散水等の水として活用できる施設をいう。 

（３）不用浄化槽転用施設 公共下水道への接続等により不用となる浄化槽を転用して、当該

住宅等の敷地内に降った雨水を貯留することにより､河川、下水道等への流出を抑制すると

ともに、庭木への散水等の水として活用できる施設をいう。 

（４）雨水貯留浸透施設 雨水浸透ます、雨水貯留タンク及び不用浄化槽転用施設をいう。 

（補助対象者） 

第３条 この要綱により補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）

は、下水道全体計画区域内において土地若しくは建築物を所有し、又は使用している者で当

該土地又は建築物において雨水貯留浸透施設の設置等を行おうとするものとする。 

（補助対象施設） 

第４条 補助金の交付の対象となる雨水貯留浸透施設（以下「補助対象施設」という。）は、次

の各号に掲げる施設の区分に応じ、当該各号に定める基準により設置等を行うものとする。 

（１） 雨水浸透ます 

  ア 別図に定めるＡ型の構造を有する施設（以下「雨水浸透ますＡ型」という。）の設置

等であること。ただし、設置する場所の状況により雨水浸透ますＡ型により難い場合

は、別図に定めるＢ型の構造を有する施設（以下「雨水浸透ますＢ型」という。）とす

ることができる。 

  イ 設置する個数は、建築面積100平方メートル当たり概ね２基とすること。 

  ウ 設置する場所は、建築物及び隣地境界から相当程度離れた場所とすること。 



  エ 設置により周辺のがけ、擁壁等に崩壊等の悪影響を及ぼすおそれがないこと。 

（２）雨水貯留タンク 既製品とし、設置した雨水貯留タンクの貯留容量の合計が、２００リ

ットル以上であること。 

（３）不用浄化槽転用施設 次のすべてに該当すること。 

   ア 浄化槽内部の不要部品の撤去及び仕切り板の穴あけ工事であること。 

   イ 雨水の集水及び余水吐の配管工事であること。 

  ウ ポンプ及び水栓の設置に係る工事であること。 

   エ 工事の施工前に汚泥の汲み取り及び清掃をすること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助の対象施設としな

い。 

（１）都市計画法に基づく開発行為又は静岡市雨水流出抑制対策要綱（平成18年４月１日施行)

において、住宅等の敷地内に設置の指導を受けた場合 

（２）既に補助金の交付を受けた雨水貯留浸透施設を改造又は修理しようとする場合 

（３）移転補償等に伴う機能回復により雨水貯留浸透施設を設置する場合  

（４）管理者が雨水貯留浸透施設の設置等を行うことが不適当であると認める場合 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額等は、次の表の左欄に定める雨水貯留浸透施設の区分に応じ、それぞれ同

表の右欄に定める額に雨水貯留浸透施設の設置数を乗じて得た額（雨水貯留タンクにあって

は、右欄に定める額）以内の額とし、千円未満の額が生じた場合は、これを切り捨てるもの

とする。 

区 分 補助額及び限度額 

雨 水 貯 留 浸 透 ま す Ａ 型 設置費の３分の２に相当する額（限度額57,000円） 

雨 水 貯 留 浸 透 ま す Ｂ 型 設置費の３分の２に相当する額（限度額28,000円） 

雨 水 貯 留 タ ン ク
設置費の３分の２に相当する額（限度額 30,000 円。 ただ

し、貯留容量の合計が400リットル以上の場合は60,000円）

不 用 浄 化 槽 転 用 施 設 設置費等の３分の２に相当する額（限度額100,000円） 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、雨水貯留浸透施設の設置等に係る工事の着手前

に雨水貯留浸透施設設置等補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類又は図面を

添えて管理者に申請しなければならない。 



（１）位置図   

（２）建築物の配置図に雨水貯留浸透施設の設置箇所を示した図面 

（３）雨水貯留浸透施設構造図  

（４）見積書の写し 

（５）前各号に掲げるもののほか、管理者が必要があると認める書類  

（交付の決定） 

第７条 管理者は、補助金の交付の申請があった場合は、法令、予算等に照らしてその内容を

審査し、必要があると認めるときは、現地調査等を行い、補助金を交付すべきものと認めた

ときは、交付の決定をするものとする。 

（交付の条件） 

第８条 交付の決定をする際の条件は、次のとおりとする。 

（１）次にア及びイのいずれかに該当する場合には、あらかじめ管理者の承認を受けなければ

ならない。 

ア 補助対象施設の内容の変更をしようとする場合 

イ 補助対象施設の設置等を中止し、又は廃止しようとする場合 

（２）補助対象施設の設置等が予定の期間に完了しない場合又は遂行が困難となった場合にお

いては、速やかに管理者に報告してその指示を受けなければならない。 

（３）補助金の請求をする際に、管理者と雨水貯留浸透施設の維持管理に関する協定を締結す

ること。 

（決定の通知） 

第９条 管理者は、補助金の交付の決定をしたときはその決定の内容を、及びこれに条件を付

した場合はその条件を、補助金交付決定通知書（様式第２号）により、補助金の交付を決定

した者（以下「交付決定者」という。）に通知するものとする。 

（変更の承認申請） 

第10条 交付決定者は、第８条第１号の規定により管理者の承認を受けようとする場合は、着

手前に変更(中止・廃止)承認申請書（様式第３号）に次に掲げる書類又は図面を添えて、管

理者に提出しなければならない。 

（１）建築物の配置図に雨水貯留浸透施設の設置箇所を示した図面 

（２）雨水貯留浸透施設構造図 

（３）見積書の写し 

（４）前３号に掲げるもののほか、管理者が必要があると認める書類  



（実績報告） 

第 11 条 交付決定者は、補助対象施設の設置等が完了したときは、10 日以内に雨水貯留浸透

施設設置等完了報告書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて管理者に報告しなければな

らない。 

（１）工事写真 

（２）領収書 

（３）前２号に掲げるもののほか、管理者が必要があると認める書類 

（請求の手続） 

第12条 交付決定者は、交付確定通知書を受領した日から起算して14日以内に、請求書を管

理者に提出しなければならない。 

 （消費税仕入控除税額に係る取扱い） 

第12条の２ 補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）

に規定する仕入れに係る消費税額として控除することができる部分の金額（以下「消費税仕

入控除税額」という。）がある場合の取扱いは、次のとおりとする。 

（１）補助金の交付を受けようとする者は、第６条の規定による補助金の交付の申請時におい 

いて、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等（消費税仕入控除税額と当該金額に地方税 

法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た額の合計額に補助金 

の額を補助対象経費で除して得た率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、 

これを補助金所要額から減額して申請すること。ただし、消費税仕入控除税額等が明らか 

  でない場合は、この限りでない。 

（２）第７条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、 

 第11条の規定による実績報告書（以下「実績報告書」という。）を提出するに当たり、消

費税仕入控除税額等が明らかになった場合には、その金額（前号の規定により補助金の交

付の申請時において、補助金に係る消費税仕入控除税額等を補助金所要額から減額した場

合にあっては、その金額が当該減じた額を上回る部分の金額）を補助金の額から減額して

報告すること。 

（３） 補助事業者は、実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により

消費税仕入控除税額等が確定した場合には、その金額（前２号の規定により減額した場合

にあっては、その金額が当該減じた額を上回る部分の金額）を消費税仕入控除税額等報告

書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて、速やかに管理者に報告するとともに、管理

者の返還請求を受けたときは、これを市に返還しなければならないこと。 



    ア 補助事業を実施した会計年度の消費税及び地方消費税の確定申告書の写し 

    イ アに掲げるもののほか、管理者が必要があると認める書類 

（４） 管理者は、第７条の規定により補助金の交付の決定をする場合において、前２号の規 

定を遵守することを条件として付すものとする。 

（維持管理） 

第13条 交付決定者が前条の請求書を提出するときは、雨水貯留浸透施設の維持管理に関する

協定書（様式第５号）２通に記名押印して管理者に提出しなければならない。 

（財産処分の制限） 

第14条 補助金の交付を受けた者は、補助金を交付された施設の設置等を行った後、当該施設

を７年以上存続させなければならない。この場合において、転居等に伴い当該施設を第三者

に譲渡しようとするときは、その第三者に対し、存続の必要があることを説明し、その理解

を得るよう努めなければならない。 

（指導及び助言） 

第15条 管理者は、施設の設置等について必要な技術上の指導及び助言を行うものとする。 

（雑則） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、管理者が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 静岡市雨水貯留浸透施設整備事業費補助金交付要綱を廃止する要綱（平成19年４月１日施

行）の規定による廃止前の静岡市雨水貯留浸透施設整備事業費補助金交付要綱(平成15年４月

１日施行)の規定によりなされた手続その他の行為は、この要綱の相当規定によりなされたも

のとみなす。 

   附 則 

  この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 

 附 則 

  この要綱は、令和４年４月１日から施行する。



別図（第４条関係） 

 (１) Ａ型 

 (２) Ｂ型 

単位ミリメートル   



様式第１号（第６条関係） 

雨水貯留浸透施設設置等補助金交付申請書 

年 月 日  

（あて先）静岡市公営企業管理者 

住所
法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

申請者 氏名
法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名

電話

     年度において、雨水の流出抑制と健全な水循環の育成を図るため、雨水貯留浸透施

設の設置等をしたいので、補助金を交付されるよう関係書面を添えて申請します。 

施 工 箇 所 等

雨 水 貯 留 浸 透 施 設

区

分

雨水浸透ますＡ型 設
置
数
又
は
容
量

        基 

雨水浸透ますＢ型 基 

雨水貯留タンク        ㍑（基）

不用浄化槽転用施設         基 

設置等開始予定年月日       年  月  日 

設置等完了予定年月日       年  月  日 

交 付 申 請 額 円 

施 工 予 定 業 者

住 所 

氏 名 

電 話 

 （注）施工予定業者欄は、施工を業者に依頼する場合に記入してください。 



様式第２号（第９条関係） 

第    号 

年 月  日 

           様 

静岡市公営企業管理者 印 

雨水貯留浸透施設設置等補助金交付決定通知書 

年  月  日付けで申請のあった雨水貯留浸透施設設置等補助金については、次の条

件を付して交付の決定をしたので通知します。 

１ 交付決定額           円 

２ 交付の条件 

 （１）次のア及びイのいずれかに該当する場合には、あらかじめ管理者の承認を受けなけれ

ばならない。 

ア 補助対象施設の内容の変更をしようとする場合 

イ 補助対象施設の設置等を中止し、又は廃止しようとする場合 

（２）補助対象施設の設置等が予定の期間に完了しない場合又は遂行が困難となった場会に

おいては、速やかに管理者に報告してその指示を受けなければならない。 

（３）補助金の請求をする際に、管理者と雨水貯留浸透施設の維持管理に関する協定を締結

すること。 

（４）補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法(昭和63年法律第108号)に規

定する仕入れに係る消費税額として控除することができる部分の金額（以下「消費税仕

入控除税額」という。）がある場合は次のとおり取り扱うこと。 

ア 要綱第11条の実績報告書を提出するに当たり、消費税仕入控除税額等（消費税仕入 

控除税額と当該金額に地方税法(昭和25年法律第226号)に規定する地方消費税の税率 

を乗じて得た額の合計額に補助金の額を補助対象経費で除して得た率を乗じて得た金 

額をいう。以下同じ。）が明らかになった場合には、その金額（補助金の候補の申請時 



において、補助金に係る消費税仕入控除税額等を補助金所要額から減額した場合にあ  

っては、その金額が当該減じた額を上回る部分の金額）を補助金の額から減額して報 

告すること。 

イ 要綱第11条の実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告によ 

  り消費税仕入控除税額等が確定した場合には、その金額（補助金の交付の申請時及び

実績報告書の提出時において、補助金に係る消費税仕入控除税額等を補助金所要額か 

ら減額した場合にあっては、その金額が当該減じた額を上回る部分の金額）を消費税 

仕入控除税額等報告書（様式第6号）に次に掲げる書類を添えて、速やかに管理者に 

報告するとともに、管理者の返還請求を受けたときは、これを市に返還しなければな 

らないこと。 

（ア）補助事業を実施した会計年度の消費税及び地方消費税の確定申告書の写し 

（イ）（ア）に掲げるもののほか、管理者が必要があると認める書類 

（５）(１)から(４)までに掲げるもののほか、管理者が必要があると認める事項を遵守す 

ること。 



様式第３号（第10条関係） 

変 更 （ 中 止 ・ 廃 止 ） 承 認 申 請 書 

年 月 日  

（あて先）静岡市公営企業管理者 

住所
法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

申請者 氏名
法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名

電話

     年 月 日付け  第  号により補助金交付の決定を受けた雨水貯留浸透施設の

計画を次のとおり変更したいので、承認されるよう関係図面を添えて申請します。 

 １ 計画変更の理由 

 ２ 変更の内容 

（注）設置を中止し、又は廃止する場合は、関係図面は必要ありません。 



様式第４号（第11条関係） 

雨水貯留浸透施設設置等完了報告書 

年 月 日  

（あて先）静岡市公営企業管理者 

住所
法人にあっては、その

主たる事務所の所在地

申請者 氏名
法人にあっては、その

名称及び代表者の氏名

電話

     年 月 日付け  第  号により補助金交付の決定を受けた雨水貯留浸透施設の

設置等が完了しましたので、報告します。 

 １ 完了年月日        年 月 日 

 ２ 添付書類  （１）工事写真 

         （２）領収書 

         （３）管理者が必要があると認める書類 

（注）完了報告書は、補助対象施設の設置等が完了した日から１０日以内に提出してください。 



様式第５号（第13条関係） 

雨水貯留浸透施設の維持管理に関する協定書 

静岡市公営企業管理者（以下「甲」という。）と         （以下「乙」という。）

は、雨水貯留浸透施設について、その機能を十分に発揮させることを目的とし、次のとおり維

持管理に関する協定を締結する。 

(対象施設） 

第１条 本協定の対象とする施設は、静岡市雨水貯留浸透施設設置等補助金交付要綱（平成19

年４月１日施行）に基づく補助金の交付を受け、設置等を行った雨水貯留浸透施設とする。 

（費用負担） 

第２条 乙は、雨水貯留浸透施設の設置目的に沿った機能を発揮させるため、点検及び清掃の

維持管理を行い、それに要する費用を負担するものとする。 

（指導助言等） 

第３条 甲は、施設の維持管理について指導し、又は助言するものとし、乙はこれに協力する

ものとする。 

（管理責任等） 

第４条 設置の完了後、施設自体に変形、破損、浮き上がり等が生じ、又は施設の異常からそ

の他のものに事故、問題等が生じても、甲はその責を負わないものとする。 

（施設の存続等） 

第５条 乙は、当該施設を７年以上存続させ、及び施設が廃止されない限りにおいて、その保

全に努めなければならない。 

２ 乙は、転居等に伴い雨水貯留浸透施設を第三者に譲渡しようとするときは、その第三者に

対し、当該協定を遵守する必要があることを説明し、その理解を得るよう努めなければなら

ない。 

（定めのない事項等） 

第６条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、甲、乙両者が協議し、

決定するものとする。 

（協定の有効期限） 

第７条 この協定の有効期限は、この協定の締結の日から乙が雨水貯留浸透施設を廃止した日

までとする。 



この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙それぞれ１通を保有する。 

平成  年  月  日 

甲 住所  

氏名 静岡市公営企業管理者   印 

乙 住所 

氏名              印 



様式第６号（第12条の２関係） 

消費税仕入控除税額等報告書 

年 月 日  

（あて先）静岡市公営企業管理者 

住所 
法人にあっては、その主 

たる事務所の所在地 

報告者 氏名 
法人にあっては、その名 

称及び代表者の氏名 

 電話   

    年 月 日付け   第 号により補助金の交付の決定を受けた静岡市雨水貯留浸透

施設設置等補助金交付事業の補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定したので、次のとお

り報告します。 

１ 補助金の確定額（  年  月  日付け  第  号による額の確定通知額） 

金          円 

２ 補助金の交付の申請時及び実績報告時に減額した消費税仕入控除税額 

                金          円 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額 

  金          円 

４ 補助金返還相当額（３の額から２の額を差し引いた額） 

                金          円 


